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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
⑴　業務の適正を確保するための体制の内容の概要
　当社は、取締役会において、「内部統制システムの構築に関する基本方針」を次のとおり決議して
おります。
①　取締役、使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
⑴　取締役及び使用人は、法令及び定款並びに社会規範を遵守するとともに、「企業行動規範」に
基づいた適正かつ健全な企業活動を行う。

⑵　業務遂行する上で遵守すべき基準及び諸手続を纏めた諸規程を作成し、これを遵守する。
⑶　「コンプライアンス規程」に基づき、管理部門担当取締役をコンプライアンス担当取締役、管
理部をコンプライアンス担当部署とそれぞれ定める。コンプライアンス担当取締役及びコンプラ
イアンス担当部署は、コンプライアンス遵守の徹底を図るため、共同して「コンプライアンスマ
ニュアル」等の実施状況を管理及び監督し、役職員に対する適切なコンプライアンス教育及び研
修の実施、役職員によるコンプライアンス遵守状況の調査及び問題がある場合の改善指示等を行
う。

⑷　「内部通報規程」に基づき、コンプライアンス上疑義のある行為等の防止・早期発見・是正を
目的として内部通報制度を設け、社内窓口として常勤監査役、内部監査室長、社外窓口として顧
問弁護士を内部通報窓口とする体制を、通報者保護の原則に基づき運用する。
⑸　万一コンプライアンス上問題となり得る事態が発生した場合には、コンプライアンス担当取締
役が、直ちにその状況及び対策その他必要な事項を、取締役会及び監査役会に報告する。コンプ
ライアンス担当部署は、かかる事態の再発を防止するための施策を策定し、当社グループにその
内容を周知徹底する。

⑹　代表取締役社長直轄の内部監査担当部署として内部監査室を設置し、内部監査室は「内部監査
規程」に基づき、コンプライアンス担当部署と連携の上、コンプライアンスの状況を定期的に監
査する。また、これらの活動は定期的に代表取締役社長及び監査役会に報告する。

②　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
⑴　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理が適切に行われるよう、「取締役会規則」、
「稟議規程」、「文書管理規程」その他の当社社内規程において、情報の保存及び管理の方法に
関する事項を定め、適切に保存及び管理する。

⑵　取締役及び監査役は、上記情報を必要に応じて閲覧することができる。

③　損失の危険の管理に関する規程その他の体制
⑴　「リスク管理規程」に基づき、当社グループ全体のリスク管理を行う。
⑵　経営危機が発生した場合には、代表取締役社長を本部長とした対策本部を設置し、危機を解
決、克服又は回避するための体制を整える。
⑶　経営危機を未然に防止するため、当社グループ全体のリスクの管理に係る体制の整備等を担当
する組織としてリスク管理委員会を設置する。

⑷　内部監査室は各部署のリスク管理の状況を監査し、その結果を定期的に代表取締役社長及び監
査役会に報告する。

④　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
⑴　「取締役会規則」に基づき、定例の取締役会を毎月１回開催し、重要事項の決定及び取締役の
業務執行状況の監督等を行うほか、必要に応じて臨時取締役会を都度開催する。
⑵　「経営会議規程」に基づき、経営効率を向上させるため、経営会議を毎月１回開催し、一定の
業務執行に関する基本的事項及び重要事項にかかる意思決定を機動的に行う。
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⑶　業務の運営については、取締役会が中期経営計画及び各事業年度の計画を策定し、当社グルー
プ全体の目標を設定するとともに、各取締役の業務分担を定め、効率的な業務執行を行う。各部
門においては、計画に定める目標の達成に向け、具体策を立案及び実行するとともに、定期的に
取締役会に業績報告を行うことにより、経営計画の達成状況について取締役会によるチェックを
受ける。

⑷　組織的かつ効率的な経営を行うため、「組織規程」、「業務分掌規程」、「職務権限規程」を
定めて運営を行う。

⑤　当社グループにおける業務の適正を確保するための体制
⑴　当社は子会社に対して、子会社の取締役又は監査役として当社役職員を派遣し、「関係会社管
理規程」に基づき、子会社の業務執行状況を管理・監督する。

⑵　子会社の経営上の重要な意思決定については、当社において取締役会の承認を得る又は報告を
行う。

⑶　内部監査室は、「内部監査規程」に基づき、子会社の内部監査を行う。
⑷　監査役は、「監査役規程」に基づき、取締役及び使用人から、子会社管理の状況について報告
又は説明を受け、関係資料の閲覧を行うものとする。

⑥　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項
　　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、取締役会は監査役と協議の
上、必要に応じて監査役の職務を補助すべき使用人を配置する。

⑦　前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項及び当該使用人に対する指示の実効性の確保に
関する事項
　　監査役の求めにより監査役補助者として使用人を配置した場合の当該使用人は、その職務に関
して監査役の指揮命令のみに服し、取締役等から指揮命令を受けないこととする。また、当該使
用人の人選、人事異動、人事評価等について、監査役は取締役と協議し、補助使用人の独立性に
ついても十分留意するものとする。

⑧　当社グループの取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他監査役への報告に関する
体制並びに報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制
⑴　取締役は、監査役が出席する取締役会等の重要な会議において、その担当する業務の執行状況
の報告を行うとともに、随時各監査役の要請に応じて、必要な報告及び情報提供を行う。
⑵　取締役及び使用人は、監査役会に対して、法定の事項に加え、全社的に重大な影響を及ぼす事
項、内部監査の実施状況並びに内部通報窓口への通報状況及びその内容を速やかに報告する。
⑶　監査役に報告を行った取締役及び使用人に対し、報告を行ったことを理由に不利益な取扱いを
行うことを禁止する。

⑨　監査役の職務の執行について生ずる費用の前払い又は償還の手続その他の当該職務の執行につい
て生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
　　監査役がその職務の執行について、当社に対し、費用の前払い又は償還等の請求をしたとき
は、担当部署において確認の上、当該請求に係る費用又は債務が当該監査役の職務の執行に必要
でないと認められた場合を除き、速やかに当該費用又は債務を処理するものとする。
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⑩　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
⑴　監査役は、代表取締役社長と定期的な会合を持ち、会社が対処すべき課題、会社を取り巻くリ
スク、監査役監査の環境整備の状況、監査上の重要課題等について意見交換を行うこととする。
⑵　監査役は、必要に応じて、会計監査人及び内部監査室長と連携を図り、情報交換を行うととも
に監査の効率性及び実効性の確保を図ることとする。
⑶　監査役は、法律上の判断を必要とする場合は、随時顧問弁護士等に専門的な立場から助言を受
ける等必要な連携を図ることとする。

⑪　反社会的勢力との取引排除に向けた体制
⑴　「反社会的勢力排除宣言と対応基本方針」に基づき、反社会的勢力との一切の関係を遮断し、
不当要求は拒絶することを基本方針とする。

⑵　「反社会的勢力対応規程」に管理部を反社会的勢力対応部署と定め、体制整備に努める。同規
程に基づき、反社会的取引の防止に必要な管理体制及び手続について規定するとともに、不当要
求発生時に採るべき対応策や方針を定める。

⑶　反社会的勢力対応に関する方針・規程等の周知徹底にあたっては、「企業行動規範」その他の
啓発資料の配布や反社会的取引に至る主要類型等を示すなどにより、注意喚起を行うとともに、
役職員に対し反社会的勢力対応に関して必要な教育を実施する。

⑵　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　当社では、上記方針に基づいて、内部統制システムの整備とその適切な運用に努めております。当
期における運用状況の概要は、以下のとおりです。

①　「取締役会規則」に基づき、取締役が法令及び定款に則って行動するよう徹底しております。ま
た、毎月１回の定期取締役会及び必要に応じて臨時取締役会を開催しており、当事業年度において
は、13回の取締役会を開催いたしました。取締役会では月次決算及び業務執行に係る報告がなさ
れており、取締役が相互に業務執行状況の監視・監督を行っております。

②　「監査役会規則」に基づき、毎月１回の監査役会及び必要に応じて臨時監査役会を開催してお
り、当事業年度においては16回の監査役会を開催いたしました。監査役会においては監査計画の
策定及びその実施状況について情報を共有するとともに、内部監査室と随時意見交換や情報共有を
行うなど連携を図っております。また、取締役会や重要会議への出席や代表取締役社長との面談を
定期的に行っております。

③　内部監査室による定期的な内部監査を実施し、その結果は代表取締役社長に直接報告しておりま
す。また、内部監査室は監査役と定期的に意見交換を行い、監査上の問題点の有無や課題等につい
て意見交換を行っております。

④　「リスク管理規程」に基づき、四半期毎に開催しているリスク管理委員会において、関係する法
令等の改廃動向の把握も含め、リスク全般の早期発見と未然防止に努めており、当事業年度におい
ては４回開催いたしました。また、「内部通報規程」に基づき、内部通報窓口を設置することによ
り、不正行為等による不祥事の防止及び早期発見を図っており、当事業年度の通報件数は０件とな
っております。
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（ 2022年 4 月 1 日から
2023年 3 月31日まで ）

株 主 資 本 非 支 配 株
主 持 分

純 資 産 合
計資 本 金 資本剰余

金
利益剰余

金 自己株式 株主資本
合 計

当 期 首 残 高 476,397 395,364 284,022 △11,111 1,144,672 － 1,144,672

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 1,125 1,125 2,251 2,251
親会社株主に帰属
す る
当 期 純 損 失

△774,467 △774,467 △774,467

自 己 株 式 の 取 得 △39,491 △39,491 △39,491

自 己 株 式 の 処 分 △591 20,799 20,208 20,208
株主資本以外の項
目 の 当 期 変 動 額
（ 純 額 ）

161 161

当 期 変 動 額 合 計 1,125 1,125 △775,059 △18,691 △791,498 161 △791,337

当 期 末 残 高 477,522 396,490 △491,036 △29,802 353,173 161 353,335

連結株主資本等変動計算書

（単位：千円）

（注）　金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表
１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

⑴　連結の範囲に関する事項
　連結子会社の状況

・連結子会社の数 ５社
・連結子会社の名称 株式会社FPデザイン

株式会社ヘルスケア・フィット
株式会社ヒゴワン
日本ソフトウエア販売株式会社
株式会社IFMC.

・連結の範囲の変更 2022年10月4日付にて設立いたしました株式会社IFMC.について、当連結
会計年度より連結の範囲に含めております。

⑵　持分法の適用に関する事項
　該当事項はありません。

⑶　連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

⑷　会計方針に関する事項
①　重要な資産の評価基準及び評価方法

棚卸資産
・商品、貯蔵品 総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下げの方

法）によっております。
②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産
定率法によっております。ただし、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備
については定額法によっております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物附属設備　　　　３年～15年
車両運搬具　　　　　２年～ ６年
工具、器具及び備品　２年～15年

ロ．無形固定資産
定額法によっております。
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に
基づく定額法によっております。
また、顧客関連資産については、効果の及ぶ期間（５年）に基づく定額法によって
おります。

③　重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒
懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計
上しております。

ロ．賞与引当金 従業員に対する賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額を計上しております。
④　重要な収益及び費用の計上基準

主要な事業における主な履行義務の内容及び収益を認識する通常の時点は以下のとおりであります。
イ．接骨院ソリューション事業
　　接骨院ソリューション事業においては、主にソフトウェアや機材の販売及び各顧客に合わせたコンサルテ

ィングや療養費請求代行のサービスを行っております。ソフトウェアや機材の販売に係る収益は、顧客との
契約に基づいて、ソフトウェアの導入が完了した時点で、機材の販売は顧客に商品を引き渡した時点で収益
を認識しております。

　　サービスに係る収益は、履行義務が一時点で充足される場合にはサービス提供完了時点において、一定期
間に渡り充足される場合にはサービス提供期間に渡り定額で収益を認識しております。

　　ファイナンス・リース取引に係る収益は、リース料受取時に売上高と売上原価を計上する方法で収益を認
識しております。

－ 5 －



　有形固定資産の減価償却累計額 123,975千円

ロ．金融サービス事業
　　金融サービス事業においては、主に保険代理店として生命保険や損害保険の販売や金融商品仲介業とし

て、株式や投資信託の販売を行っております。保険代理店は、保険会社との保険代理店委託契約に基づき、
保険契約の締結の媒介及び付帯業務を行っております。保険契約が有効となった時点で主な履行義務が充足
されることから、当該履行義務を充足した時点で、顧客との契約から生じる代理店手数料の金額を収益とし
て認識しております。また、金融商品仲介業は、株式や投資信託の販売手数料等について、取引が行われた
時点で履行義務が充足されるため、同時点において収益として認識しております。

⑤　のれんの償却方法及び償却期間
　のれんの償却については、効果の発現が見込まれる期間で均等償却を行っております。

２．会計方針の変更に関する注記
（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）

　「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　2021年６月17日。以下「時価
算定会計基準適用指針」という。）を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第27-２項に
定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適用するこ
とといたしました。なお、連結計算書類への影響はありません。

３．会計上の見積りに関する注記
(1)　繰延税金資産の回収可能性

①　当連結会計年度の連結計算書類に計上した額
　繰延税金資産　　　　  163,478千円

②　識別した項目に係る会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
　将来減算一時差異等に対して、将来の収益力に基づく課税所得に基づき、繰延税金資産の回収可能性を判断
しております。課税所得の見積りは、将来の事業計画を基礎としています。課税所得の見積りの基礎となる事
業計画における主要な仮定は、事業環境の変化による不確実性を伴い、繰延税金資産の回収可能性の判断に重
要な影響を与える可能性があります。

(2)　固定資産の減損
①　当連結会計年度の連結計算書類に計上した額

　有形固定資産　　　　  139,850千円
　無形固定資産　　　　  447,641千円
　減損損失　　　　　　  356,364千円

②　識別した項目に係る会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
　固定資産のうち減損の兆候がある資産又は資産グループについて、当該資産又は資産グループから得られる
割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下回る場合には、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当
該減少額を減損損失として計上しております。
　割引前将来キャッシュ・フローの基礎となる事業計画における主要な仮定は、事業環境の変化による不確実
性を伴い、回収可能価額の算定に重要な影響を与える可能性があります。

４．連結貸借対照表に関する注記
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場所 用途 種類

大阪市中央区 自社サービス提供用ソフトウェア ソフトウエア

普通株式 1,418,800株

普通株式 15,689株

普通株式 21,500株

５．連結損益計算書に関する注記
　固定資産の減損損失

当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

　当社グループは、事業セグメント別を基本とし、キャッシュ・フローを生み出す最小単位を一単位としてグルー
ピングを行っております。
　当連結会計年度において、接骨院ソリューション事業セグメントのソフトウェアサービスで、当初想定した投資
額の回収が見込めなくなったことから、当該資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失と
して特別損失（356,364千円）に計上しております。その内訳は、ソフトウエア356,364千円であります。
　なお、回収可能価額は使用価値により測定しており、営業活動から生じる将来キャッシュ・フローを一定の割引
率で割り引いて算定しております。

６．連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴ 当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

⑵ 自己株式の種類及び株式数に関する事項

⑶ 剰余金の配当に関する事項
①　配当金支払額等

　該当事項はありません。
②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの

　該当事項はありません。
⑷ 当連結会計年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目的とな

る株式の種類及び数

７．金融商品に関する注記
⑴　金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針
　当社グループは、設備投資計画に照らして必要な資金は金融機関からの長期借入により、短期的な運転資金
は短期借入により調達しております。また、一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用しております。な
お、デリバティブ取引については、行わない方針であります。

②　金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク
　営業債権である売掛金、営業貸付金、リース債権及びリース投資資産は顧客の信用リスク（取引先の契約不
履行等に係るリスク）に晒されております。
　営業債務である買掛金、未払金、預り金はすべて１年以内の支払期日であります。長期借入金は、設備投資
に必要な資金の調達を目的としたものであり、返済日は決算日後、最長で8年後であります。営業債務及び長
期借入金は、流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）に晒されております。

③　金融商品に係るリスク管理体制
イ．信用リスクの管理
　営業債権については、債権管理マニュアル等に従い、管理部が取引先の入金状況を定期的にモニタリング
し、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を
図っております。連結子会社についても、当社の債権管理マニュアル等に準じて、同様の管理を行っておりま
す。
ロ．資金調達に係る流動性リスクの管理
　当社グループは、各部署からの報告に基づき管理部が適時に資金計画を作成・更新するとともに、手許流動
性の維持などにより、流動性リスクを管理しております。
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連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

⑴ リ ー ス 債 権 及 び
リ ー ス 投 資 資 産 312,378 312,109 △268

資 産 計 312,378 312,109 △268

⑴ 長 期 借 入 金 （ ※ ２ ） 1,546,279 1,545,848 △430

負 債 計 1,546,279 1,545,848 △430

区分 時価
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

リ ー ス 債 権 及 び
リ ー ス 投 資 資 産 － 312,109 － 312,109

長 期 借 入 金 － 1,545,848 － 1,545,848

④　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含
まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用するこ
とにより、当該価額が変動することもあります。

⑵　金融商品の時価等に関する事項
　2023年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま
す。

（単位：千円）

（※1）現金及び預金、売掛金、営業貸付金、買掛金、未払金、預り金、短期借入金は短期間で決済されるため時価
が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。

（※2）長期借入金は、１年内返済予定の長期借入金を含んでおります。

(3)　金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに
分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価
の算定の対象となる資産または負債に関する相場価格により算出した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定
に係るインプットを用いて算出した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ

属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

　時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債
（単位：千円）

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
リース債権及びリース投資資産
　元利金の合計額を、新規に同様の契約を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定し
ており、レベル２の時価に分類しております。
長期借入金
　長期借入金の時価については、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また、当社グループ
の信用状態は実行後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当
該帳簿価額によっております。固定金利によるものは、元利金の合計を、新規に同様の借入を行った場合に
想定される利率で割り引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
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報告セグメント
合計接骨院ソリュー

ション事業
金融サービス

事業 計

ソフトウェア 447,527 － 447,527 447,527
機材・消耗品 449,925 － 449,925 449,925
教育研修コンサルティング 631,059 － 631,059 631,059
請求代行 301,460 － 301,460 301,460
保険代理店 － 476,214 476,214 476,214
IFA（金融商品仲介業） － 297,778 297,778 297,778
その他 － 24,318 24,318 24,318
顧客との契約から生じる収
益 1,829,973 798,312 2,628,286 2,628,286

その他の収益（注） 209,381 － 209,381 209,381
外部顧客への売上高 2,039,355 798,312 2,837,667 2,837,667

８．収益認識に関する注記
(1)　顧客との契約から生じる収益を分解した情報
　　主要な財又はサービス別に分解した収益の情報は以下のとおりであります。

（単位：千円）

（注）その他の収益は、ソフトウェア及び機材・消耗品のリース取引によるものです。

(2)　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　「１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等」における「(4)会計方針に関す
る事項」の「④重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

(3)　当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
①契約負債の残高等

顧客との契約から生じた債権（期首残高）　　296,253千円
顧客との契約から生じた債権（期末残高）　　261,496千円
契約負債（期首残高）　　　　　　　　　　　　 9,517千円
契約負債（期末残高）　　　　　　　　　　　  62,739千円

②残存履行義務に配分した取引金額
　当社及び連結子会社では、当初に予想される契約期間が1年を超える重要な取引がないため、実務上の便
法を適用し、残存履行義務に関する情報の記載を省略しております。

９．１株当たり情報に関する注記
(1) １株当たり純資産額 　251円71銭
(2) １株当たり当期純損失 　552円13銭
(3) 潜在株式調整後１株当たり当期純利益 　　　　　 －
（注）潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式は存在するものの、１株当たり当期純損失で

あるため記載しておりません。

10．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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（ 2022年 4 月 1 日から
2023年 3 月31日まで ）
株 主 資 本

純 資 産
合 計資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本
合　　計資本準備金 資本剰余金

合　　　計

その他利益
剰　余　金 利益剰余金

合　　　計繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 476,397 426,397 426,397 86,822 86,822 △11,111 978,505 978,505

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 1,125 1,125 1,125 2,251 2,251

当 期 純 損 失 △715,959 △715,959 △715,959 △715,959

自己株式の取得 △39,491 △39,491 △39,491

自己株式の処分 △591 △591 20,799 20,208 20,208

当 期 変 動 額 合 計 1,125 1,125 1,125 △716,550 △716,550 △18,691 △732,990 △732,990

当 期 末 残 高 477,522 427,522 427,522 △629,728 △629,728 △29,802 245,514 245,514

株主資本等変動計算書

（単位：千円）

（注）　金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

⑴　資産の評価基準及び評価方法
①　有価証券

子会社株式 移動平均法による原価法によっております。
②　棚卸資産

商品、貯蔵品 総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下げの方
法）によっております。

⑵　固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産

定率法によっております。ただし、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備
については定額法によっております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物附属設備　　　　３年～15年
車両運搬具　　　　　２年～ ６年
工具、器具及び備品　２年～15年

②　無形固定資産
定額法によっております。
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に
基づく定額法によっております。

⑶　引当金の計上基準
①　貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計
上しております。

②　賞与引当金 従業員に対する賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額を計上しております。
⑷　重要な収益及び費用の計上基準

主要な事業における主な履行義務の内容及び収益を認識する通常の時点は以下のとおりであります。
　当社においては、主にソフトウェアや機材の販売及び各顧客に合わせたコンサルティングを行っておりま
す。ソフトウェアや機材の販売に係る収益は、顧客との契約に基づいて、ソフトウェアの導入が完了した時点
で、機材の販売は顧客に商品を引き渡した時点で収益を認識しております。
　サービスに係る収益は、履行義務が一時点で充足される場合にはサービス提供完了時点において、一定期間
に渡り充足される場合にはサービス提供期間に渡り定額で収益を認識しております。

２．会計方針の変更に関する注記
（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）
　「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　2021年６月17日。以下「時価
算定会計基準適用指針」という。）を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第27-２項に定め
る経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適用することと
いたしました。なお、計算書類への影響はありません。

３．表示方法の変更に関する注記
（貸借対照表関係）

前事業年度において、「流動資産」の「その他」に含めていた「関係会社短期貸付金」は、金額的重要性が増し
たため、当事業年度より独立掲記して表示しております。

なお、前事業年度の「関係会社短期貸付金」は、25,999千円であります。
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⑴　有形固定資産の減価償却累計額 87,725千円

①　短期金銭債権 47,223千円
②　短期金銭債務 17,929千円

株式会社ヘルスケア・フィット 464,000千円

⑴ 関係会社との取引高
営業収益 40,185千円
営業費用 18,753千円
営業取引以外の取引高 3,931千円

⑵ 減損損失

場所 用途 種類

大阪市中央区 自社サービス提供用ソフトウェア ソフトウエア

４．会計上の見積りに関する注記
⑴　繰延税金資産の回収可能性

①　当事業年度の計算書類に計上した額
繰延税金資産　　　  115,794千円

②　識別した項目に係る会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
将来減算一時差異等に対して、将来の収益力に基づく課税所得に基づき、繰延税金資産の回収可能性を判断

しております。課税所得の見積りは、将来の事業計画を基礎としています。課税所得の見積りの基礎となる事
業計画における主要な仮定は、事業環境の変化による不確実性を伴い、繰延税金資産の回収可能性の判断に重
要な影響を与える可能性があります。

⑵　固定資産の減損
①　当事業年度の計算書類に計上した額

有形固定資産　　　　 70,853千円
無形固定資産　　　  266,743千円
減損損失　　　　　  356,364千円

②　識別した項目に係る会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
固定資産のうち減損の兆候がある資産又は資産グループについて、当該資産又は資産グループから得られる

割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下回る場合には、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当
該減少額を減損損失として計上しております。

割引前将来キャッシュ・フローの基礎となる事業計画における主要な仮定は、事業環境の変化による不確実
性を伴い、回収可能価額の算定に重要な影響を与える可能性があります。

５．貸借対照表に関する注記

⑵　関係会社に対する金銭債権、債務（区分表示したものを除く）は次のとおりであります。

⑶　保証債務
以下の関係会社の金融機関からの借入に対し債務保証を行っております。

６．損益計算書に関する注記

当事業年度において、当社は以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

　当社は、事業セグメント別を基本とし、キャッシュ・フローを生み出す最小単位を一単位としてグルーピングを
行っております。
　当事業年度において、接骨院ソリューション事業セグメントのソフトウェアサービスで、当初想定した投資額の
回収が見込めなくなったことから、当該資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として
特別損失（356,364千円）に計上しております。その内訳は、ソフトウエア356,364千円であります。
　なお、回収可能価額は使用価値により測定しており、営業活動から生じる将来キャッシュ・フローを一定の割引
率で割り引いて算定しております。
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普通株式 15,689株

繰延税金資産
賞与引当金 2,120千円
譲渡制限付株式報酬 16,006
貸倒引当金 833
減損損失 108,976
商品評価減 12,932
会員権評価損 3,119
税務上の繰越欠損金 135,834
その他 4,084

繰延税金資産小計 283,908
評価性引当額 △166,002
繰延税金資産合計 117,905
繰延税金負債

資産除去債務 △1,473
その他 △637

繰延税金負債合計 △2,110
繰延税金資産の純額 115,794

７．株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度の末日における自己株式の種類及び数

８．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
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種 類 会 社 等 の
名 称

議 決 権 等 の 所 有
（ 被 所 有 ） 割 合 （ ％ ）

関連当事者と
の 関 係

取 引
内 容

取 引 金 額
（ 千 円 ） 科 目 期 末 残 高

（ 千 円 ）

子会社

株式会社
ヘ ル ス ケ
ア・フィッ
ト

所有
直接100.0

資金の援助
役員の兼任
ソフトウェア
及び機材の販
売

資金の貸付
（注1）

利息の受取
（注1）

債務保証
（注2）

ソフト
ウェア
及び機
材の販
売

133,000

1,355

464,000

167,033

関係会社
短期貸付金

関係会社
長期貸付金

－

－

売掛金

40,599

132,433

－

－

43,406

株 式 会 社
IFMC.

所有
　直接70.0

資金の援助
役員の兼任

資金の貸付
（注1）

利息の受取
（注1）

30,000

76

関係会社
短期貸付金

関係会社
長期貸付金

－

6,000

22,500

－

種 類
会 社 等 の
名 称
又 は 氏 名

議 決 権 等 の 所 有
（ 被 所 有 ） 割 合 （ ％ ）

関連当事者と
の 関 係

取 引
内 容

取 引 金 額
（ 千 円 ） 科 目 期 末 残 高

（ 千 円 ）

役員及び
主要株主 川瀨　紀彦 被所有

直接32.7 債務被保証
不動産等賃貸
借契約に対す
る債務被保証

（注1）

30,889
（注2） － －

９．関連当事者との取引に関する注記
(1) 子会社等

（注１）取引条件及び取引条件の決定方針等
資金の貸付については、貸付金利は市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。

（注２）債務保証については、子会社の金融機関からの借入に対して当社が保証を行っております。なお、取引
金額には、債務保証の期末残高を記載しております。

(2) 役員及び個人主要株主等

（注１）取引条件及び取引条件の決定方針等
当社が賃借している事務所等の不動産賃貸借契約に対する債務被保証であります。なお、保証料の支払
は行っておりません。

（注２）不動産賃貸借契約に対する債務被保証の取引金額は、年間賃借料を記載しております。なお、期末にお
ける対象債務はなく、保証料の支払は行っておりません。

10．収益認識に関する注記
（顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報）

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結計算書類「連結注記表　７.収益認識に関
する注記」に同一の内容を記載しているため、記載を省略しております。
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11．１株当たり情報に関する注記
(1) １株当たり純資産額    174円98銭
(2) １株当たり当期純損失 　510円42銭
(3) 潜在株式調整後１株当たり当期純利益                 －
（注）潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式は存在するものの、１株当たり当期純損失

であるため記載しておりません。

12．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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